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人口減少・少子高齢化が進む中で救急搬送件数は増加傾向にあり，公共施設の老朽化から公共施設の更

新・再編を考える必要がある．本研究では，住民の生命に直接かかわる消防施設の更新・再編にあたって

は，施設や立地箇所の安全性といった観点や地域の取り巻く状況等を加味した総合的かつ慎重に考える必

要がある． 

そこで本研究では，京都府の乙訓地区を評価対象地域として，1) 消防署の救急搬送業務の現状, 2) 現

在ならびに将来における搬送件数や業務負担量の定量的に把握する．そして，3) 救急搬送の状況を表す時

間指標として「平均現場到達時間（理論値）」「平均現場到達時間（理論値）の格差」の２つを提案・算

出し，消防署の更新・再編についてシミュレーションを行なった結果，阪急の西山天王山駅付近に再編す

る事が効率性・平等性を加味した配置場所の提案として適していることを明らかにした． 
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1. 背景・目的 

 

日本の総人口は，2004年をピークに今後100年間で100

年前（明治時代後半）の水準に戻っていくと予想されて

おり，現代の日本では人口減少局面に突入している状態

である1)．日本の総人口が減少していく一方で65歳以上

の高齢者人口は，1950年以降一貫して増加しており，

2012年には3,000万人を超えている2)．今後の人口減少と

高齢化率の増加に伴う超少子高齢社会に向け，都市の低

炭素化3)，コンパクトシティ4)，公共施設の集約と適正化

が大きな課題となってくる．しかし，人口が減少傾向に

あるのに対して年々救急搬送件数は図-1に示すように増

加傾向にあり，この20年間で約2倍も救急出動件数が増

加している5)．  

住民の生命に直接かかわる消防施設の更新・再編にあ

たって，現在ならびに将来における搬送件数や救急搬送

に関わる業務負担量といったものを定量的に把握した上

で，施設や立地箇所の安全性といった観点や地域の取り

巻く状況等を加味して総合的かつ慎重に考える必要があ

る．本研究では，京都府の乙訓地区（向日市・長岡京

市・大山崎町）を対象として消防署の施設配置の適正化

の手法を提案することを最終の目的とする． 

 

 

図-1 救急出動件数及び搬送人員の推移5) 

 

その上で，本論文で示す内容は，下記の３点に集約さ

れる． 

1) 2020年のコロナ禍以降，消防署の救急搬送業務に

関する状況は激変した．そこで，第2章にて京都府

の乙訓消防，高知市消防でのヒアリングをもとに，

消防署の救急搬送業務がどのように変化したかに

ついて概説し，ポストコロナ下での救急搬送業務

のあり方について概説する． 
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2) 第3章にて，京都府の乙訓地区において救急搬送件

数や業務負担量を定量的に把握する．そして，将

来の救急搬送件数の予測を行う． 

3) 第4章にて，救急搬送の状況を表す時間指標として

「平均現場到達時間（理論値）」「平均現場到達

時間（理論値）の格差」の２つを提案・算出し，

消防署の更新・再編についてシミュレーションを

行う． 

そして，第5章にて，考察とまとめを行う． 

 

2. 消防署の救急搬送業務の現状－乙訓消防と高

知市消防を例として－ 

 

2020年のコロナ禍以降，消防署の救急搬送業務に関す

る状況は激変した．そこで，京都府の乙訓消防，高知市

消防でのヒアリングを行い，消防署の救急搬送業務の最

新の状況等について概説する． 

 京都府の乙訓消防では，2016年の救急搬送件数は6,280

件であったが，2019年（令和元年）には7,000件近くまで

増加した．2020年（令和2年）に入るとコロナによる緊

急事態宣言の発令により救急搬送件数は前年と比べて減

少し，6,028件となった．これは自宅からの外出や通院

を控えたりして，人々の行動・ライフスタイルが根本的

に変化した結果であり，2021年10月1日以降コロナによ

る緊急事態宣言が全面解除となった場合に，搬送件数が

元の状況にまで戻るかどうかは不明である．なお，2021

年1～6月まででは2,989件となっており，前年同期の2020

年1～6月の2,984件とほぼ同数であった． 

 次に，京都府においては，2021年10月1日時点で，緊

急事態宣言が2020/4/1～5/21，2021/1/14～2/28，4/25～6/20，

8/20～9/30の間，まん延防止等重点措置は2021/4/12～4/24，

6/21～7/1，8/2～8/19の間で発令されていた．その間の月

ごとの搬送件数については，2月で比較すると，2020年

の524件に対し，2021年は419件，4月で比較すると，2020

年の424件に対し，2021年は537件と，緊急事態宣言が月

の大半で発令されていた時期においては，搬送件数は月

100件程度減少しており，緊急事態宣言の発令により搬

送件数はかなり減少している． 

 高知市消防については，327千人の人口に対し2020年

で約18,000件もの救急搬送件数があり，乙訓消防におけ

る154千人の人口に対する約7,000件の救急搬送件数と比

較すると，人口に対する救急搬送件数の割合は非常に高

いエリアであるといえ，全国トップクラスである．高知

市では市町村合併を契機として，公共施設再編実施計画

や立地適正化計画をベースにして，消防庁舎の更新・再

編が進んでいる．しかしながら2020年の公共施設再編実

施計画で謳われている施設の4割減（2030年/2020年比）

という案については，救急搬送件数の近年の増大傾向を

踏まえるとほぼ実施不可能であると言え，反対意見が大

多数である．また覚知から現場へ到達するまでの時間

（現場到達時間）を概ね8分以内にするという目標があ

ることから，どのように消防庁舎の再編を行っていくか，

現場サイドでは苦慮している，とのことであった． 

 

3. 京都府の乙訓地区における救急搬送件数や 

業務負担量の分析 

 

(1) 評価対象地域の概要 

評価対象地域は，道路交通網の向上が進められている

京都府の乙訓地区(向日市・長岡京市・大山崎町)を取り

上げる．乙訓地区は面積32.86𝑘𝑚2，人口154,117人(平成

30年度)のエリアである6)．昭和30年代後半から，京都・

大阪都市圏のベットタウンとして低・中層住宅建設が進

み，自然環境や歴史文化にも優れた近郊住宅都市を形成

している．また，JR東海道本線，阪急京都線が並行して

走り，バス路線も含め公共交通機関の利便性が非常に高

い状況である． 

乙訓地区には現在，向日消防署・長岡京消防署・大山

崎消防署・東分署の4つの消防署と乙訓消防本部が存在

している状況である． 

 

(2) 最寄り消防署の定義とエリア分け 

 

乙訓地区における道路ネットワークを構築した上で，

救急車は制限速度で走行するという仮定のもと，所要時

間に関するダイクストラ法によるプログラム計算を用い

て，現場到達時間（理論値）を算出した．さらに4つの

消防署からの現場到達時間（理論値）を比較して，最も

現場到達時間（理論値）が小さい消防署を最寄り消防署

と定義して，4つの消防署のエリア分けを行った．その

結果イメージを図-2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 大字と最寄り消防署 
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各エリアにおいて発生する全ての救急搬送を，最寄り

の消防署にて全て対応することができれば，乙訓地区全

体の現場到達時間（理論値）の総合計は最小となるため，

救急搬送業務の負担量も最小で済む． 

しかしながら，実際には，消防署の救急車の配置台数

や人員の偏り，また最寄りの消防署で全ての救急車が出

払っている場合に，最寄りの消防署のエリアで救急要請

が出た場合には，他の消防署に応援を要請する必要があ

る．各消防署において応援割合が多くなると救急搬送業

務の負担量が増すことにつながる． 

 

(3) 最寄り消防署ごとの救急搬送件数の偏り 

 

そこで，京都の乙訓地区で発生した救急搬送を対象と

して，それに出動した 4つの消防署における出動件数と

最寄り消防署を用いて，実際の救急搬送がどの程度最寄

りの消防署から出動しているかを算出し，表-1に示す．

件数は 2016年の実績を用いている． 

表-1 救急隊間での救急搬送件数 

 

 

表-1から向日救急隊では，最寄り消防署エリア内で計

2,779 件の救急搬送要請があったものの，そのうち向日

救急隊が処理したものは 1,947 件にとどまっており，そ

の割合は 70.1％になる．隣接する長岡京救急隊に応援を

依頼した件数が 627件にも及んでいる．また向日救急隊

が処理した件数は 2,099 件であることから，現状では最

寄り消防署エリア内の処理に手が一杯の状態であり，他

の消防署への応援なしでは処理しきれない状態にある． 

それに対し，大山崎救急隊では最寄り消防署エリア内

で計 765件の救急搬送要請があり，そのうち大山崎救急

隊が処理したものは 640件，その割合は 83.7％である．

また大山崎救急隊で処理した件数は 1,074 件であること

から，最寄り消防署エリア内の処理だけでなく，他の消

防署への応援を行えるなど，比較的余裕がある状態にあ

る． 

このように，消防署の救急車の配置台数や人員の偏り

が原因で，最寄り消防署エリア内の処理については，救

急隊によりかなりの差があることが伺える． 

 

(4) 消防署の救急搬送件数の予測 

表-1の救急隊ごとの搬送件数と表-2の人口データを用

いて，関係式を回帰分析を用いて定義した．若年層，生

産年齢層，高齢人口の内，採用したデータは実際の搬送

件数と高齢人口である．係数について，補正係数 0.973

と高い値となり t値についても 10.4となり有意な結果に

なった．関係式を式(1)を示す． 

搬送件数＝96.638 ×高齢人口＋0.157 (1) 

 

表-2 最寄り消防署ごとの年齢層別人口 

 

 

 

 

 

 

 

乙訓地区の将来人口について，国勢調査の 2015 年の

人口データから名古屋大学のツールを用いて将来人口を

算出した．分類については最寄り救急隊エリアごととし，

年齢層を 15歳未満を若年層，15歳から 64歳までを生産

年齢層，65 歳以上を高齢者層に分類した．年次につい

て 2015年から 2060年までとした． 

そして，搬送件数の将来予測について式(1)と各消防

署エリアの高齢者の将来人口から推定した．結果を以下

の図-3に示す． 

 

 

図-3 救急隊エリアごとの搬送件数の将来予測 

 

結果から，2040年頃までは搬送件数は横ばいであり極

端に変化しないといえる。2040年以降については東分署

救急隊エリアは増加傾向にあるが，それ以外について減

少傾向にあるといえる． 

 

(5) 消防署の業務負担量の算出 

 

次に，救急搬送業務の所要時間の分類については，覚

知から現場到着までの時間（以下，現場到着時間），現

場での処置時間（以下，現場処置時間），現場から病院

到着までの時間（以下，病院到着時間）の 3種類がある．

なお，病院から消防署へ戻る時間については記載がない． 

 これらのデータについて一年間分の総所要時間を消防

向日救急隊 長岡京救急隊 東分署救急隊（本部）大山崎救急隊 総出動（合計）

向日救急隊 1947 627 145 60 2779

長岡京救急隊 78 1248 251 235 1812

東分署救急隊（本部） 70 87 585 139 881

大山崎救急隊 4 80 41 640 765

最短出動（合計） 2099 2042 1022 1074

若年層 生産年齢層 高齢者層 高齢化率

向日 8821 37181 17039 27.0%
長岡京 5633 24738 11074 26.7%
東分署 2765 11202 4108 22.7%
大山崎 2639 11457 5287 27.3%
合計 19858 84578 37508 26.4%
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署ごとに合計し，消防署ごとの合計件数についても合計

したものを表-3に示す．各所要時間の単位は分である. 

 

表-3 消防署ごとの救急搬送業務の総所要時間と件数 

 

 

 

 

 

表-3より上記の所要時間のデータを消防署ごとに合計

件数で除した平均所要時間（実績値）の結果を表-4に示

す． 

 

表-4 救急搬送業務の平均所要時間（実績値） 

 

 

 

 

 

表-4より現場処置に時間を多く要していること，また

は，搬送先病院の決定に時間を要していることがわかっ

た．消防署ごとにみると，向日消防署は所要時間が多く

の項目で短い．長岡京消防署は現場処置時間が長いこと

から，搬送先の病院を決定するまでの時間が長いと考え

られる．東分署消防署は病院到着時間が短いことから搬

送可能な病院が付近に多くあることが考えられる．大山

崎消防署は病院到着時間が長いことから搬送可能な病院

が付近に少ない可能性が考えられる． 

 

4. 消防署の再編についてのシミュレーション 

 

(1) 消防署の再編についての前提条件 

 

3(2)における最寄り消防署の救急搬送件数の処理結果

から，長岡京救急隊・東分署救急隊・大山崎救急隊につ

いては，向日救急隊と比べて処理能力に余裕があること

がうかがえる．これより，長岡京救急隊・東分署救急

隊・大山崎救急隊を再編して新たに消防署を配置すると

いった案が考えられる． 

また，東分署救急隊及び大山崎救急隊が管轄する搬送

エリアでは向日救急隊及び長岡京救急隊の搬送件数が約

半分であること．さらに，東西方向の行き来は阪急京都

線の踏切りにより分断されている為，長岡京救急隊・東

分署救急隊・大山崎救急隊を同時に廃止してしまうと，

東西方向の救急搬送に多大な支障を及ぼすものと考えら

れる． 

よって，向日救急隊と阪急京都線の西側に位置する長

岡京救急隊を残し，阪急京都線の車側に位置する東分署

救急隊・大山崎救急隊の 2つを廃止し，新たに 1箇所提

案する再編計画をおこなうのが現実的な案であると考え，

それに対するシミュレーションを行うものとする． 

 

(2) 平均現場到達時間（理論値）の提案・算出と分析 

 

消防署配置の提案を行う上で，救急要請の現場に急行

する時間，すなわち現場到達時間が最も短くなる様な配

置場所を提案する事が必要であると考えられる． 

そのような指標として，本研究では平均現場到達時間

（理論値）を提案する．なお，平均現場到達時間（理論

値）はあくまでもリンクを制限速度で走行したときの理

論値を表しており，表-4で示す平均現場到達時間（実績

値）とは異なるものである． 

大字を𝑖，乙訓地区の大字数を𝑚，大字𝑖の人口を𝑃𝑜𝑝𝑖，

𝑟を消防署の設置パターン，大字𝑖における最寄り消防署

までのネットワーク所要時間(s)を𝑀𝑁𝑇𝑖とすると，パタ

ーン𝑟における平均現場到達時間（理論値）を式(2)で表

す． 

𝐴𝑣𝑒𝑇𝑖𝑚𝑒𝑟 =
∑ 𝑃𝑜𝑝𝑖 ∙ 𝑀𝑁𝑇𝑖,𝑟
𝑚
𝑖=1

∑ 𝑃𝑜𝑝𝑖
𝑚
𝑖=1

        (2) 

 

式(2)を用いて，現状の配置での平均現場到達時間

（理論値）を算出したところ，140.45(s)となった． 

さらに，向日救急隊・長岡京救急隊を残し東分署救急

隊・大山崎救急隊を廃止して乙訓地区内の全ノード約 2

万箇所において平均現場到達時間（理論値）を算出し，

その値が最小となるノードをシミュレーションした． 

その結果，平均所要時間の最小値が 143.74(s)となり場

所については，長岡京市調子2丁目(阪急西山天王山駅付

近)の結果が得られた．乙訓地区の各ノードの平均所要

時間を算出したものを図-4に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 各ノードにおける平均現場到達時間（理論値）の分布 

(1) 

最適配置場所

廃止した消防署位置

現場到着時間 現場処置時間 病院到着時間 合計 件数
向日 12288 28713 17564 58565 1992
長岡京 12573 29803 15704 58080 1895
東分署 6545 14711 7184 28440 946
大山崎 6827 15444 9570 31841 1034
合計 38233 88671 50022 176926 5867

現場到着時間 現場処置時間 病院到着時間 合計/件数
向日 6.17 14.41 8.82 29.40
長岡京 6.63 15.73 8.29 30.65
東分署 6.92 15.55 7.59 30.06
大山崎 6.60 14.94 9.26 30.79
平均 6.58 15.16 8.49 30.16
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(3) 平均現場到達時間（理論値）の格差（平等性）に関

する指標の提案・算出と分析 

 

施設配置の評価に関する既存研究において，平均現場

到達時間（理論値）の効率性に関する議論は文献など多

くの研究で行われている．一方で，行政サービスを提供

する消防署において住民に対して平等性についても検討

する必要があるが，平等性に関する議論は少ない．その

ため本節では平等性に関しての分析を行う． 

平等性の指標について満たすべき公理として移転原理

が挙げられる 7)．移転原理とは平均より大きい値が小さ

くなり，その分平均より小さい値が大きくなったときす

なわち，あるペアの差が小さくなった時に必ず指標の値

がより平等を示す様に変化することである．偏差と較差

はこれを満たさない．また，分散は移転原理を満たすが

2 乗をとるという恣意的手続きをとっており，平均から

離れるほど大きな値となる点で指標として問題がある．

ジニ係数も移転原理を満たすが基準化された無次元の値

であり指標として物理的解釈が難しいので，平均格差は

移転原理を満たし，距離という物理的な量で示す事がで

き直感的に理解できる．本節では，指標として平均格差

を用いて平等性に関しての分析を行う． 

大字を𝑖，乙訓地区の大字数を𝑚，大字𝑖の人口を𝑃𝑜𝑝𝑖，

大字𝑖における最寄り消防署までのネットワーク所要時

間(s)を𝑀𝑁𝑇𝑖とすると，平均現場到達時間（理論値）の

格差（以後：時間格差と表す）を式(3)で表す． 

格差=
∑ ∑ 𝑃𝑜𝑝𝑖 ∙

𝑚
𝑗=1 𝑃𝑜𝑝𝑗 ∙ |𝑀𝑁𝑇𝑖 −𝑀𝑁𝑇𝑗|

𝑚
𝑖=1

(∑ 𝑃𝑜𝑝𝑖
𝑚
𝑖=1 )2

(3) 

       

式(3)を用いて，現状の配置での時間格差を算出した

ところ，59.17(s)となった． 

次に，時間格差においても向日救急隊・長岡京救急隊

を残し東分署救急隊・大山崎救急隊を廃止して乙訓地区

内の全ノード約 2万箇所において時間格差を算出し，そ

の値が最小となるノードをシミュレーションした． 

その結果，時間格差の最小値が 64.18(s)となり場所に

ついては，大山崎町字円明寺小泉川付近の結果が得られ

た．乙訓地区の各ノードの時間時間を算出したものを図

-5に示す． 

 

5. 考察とまとめ 

 

本研究では，第 2章にて乙訓消防，高知市消防でのヒ

アリングをもとに，消防署の救急搬送業務がどのように

変化したかについて概説した．その結果，緊急事態宣言

の時には救急搬送件数の減少が見られたものの，それ以

外の時期では，まん延防止等重点措置も含めてコロナ以

前の状況とほぼ同様であり，2021年 10月 1日時点で， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 各ノードにおける時間格差の分布 

 

緊急事態宣言が全面解除されれば，コロナ以前の救急

搬送件数に戻る可能性が高いと考える． 

第3章にて，京都府の乙訓地区において救急搬送件数

や業務負担量を定量的に把握した．その結果，向日救急

隊において，現状ではエリア内の処理に手が一杯の状態

であり，他の消防署への応援なしでは処理しきれない状

態にあることがわかった．そして，将来の救急搬送件数

の予測を行なったところ，乙訓地区では2040年付近まで

高齢者人口が増加しつづけるため，搬送件数も増加する

との予測が得られた．  

第 4 章にて，救急搬送の状況を表す時間指標として

「平均現場到達時間（理論値）」「平均現場到達時間

（理論値）の格差」（時間格差）の２つを提案・算出し，

消防署の更新・再編についてシミュレーションを行なっ

た．その結果，現状配置と東分署救急隊及び大山崎救急

隊を廃止して長岡京市調子 2 丁目(阪急西山天王山駅付

近)に統合した場合での所要時間を比較すると 3.289(s)長

くなる結果が得られた． また時間格差を用いた分析で

は，現状配置と東分署救急隊及び大山崎救急隊を廃止し

て大山崎町字円明寺小泉川付近に統合した場合での所要

時間を比較すると 5.01(s)長くなる結果が得られた．統合

後の方が平均格差が長くなった要因としては，配置場所

としては南部の人口の多い地区に配置されているが，市

民の平等性に関しての指標であるため効率性だけを重視

していない事により所要時間が長くなった事に影響した

と考えられる． 

上記に示した指標を用いて分析を行い配置場所につい

ての提案を行なった結果距離としては約 200m 程の差し

1-

2-

最適配置場所

廃止した消防署位置
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か無かったため，現状の消防施設配置から再編を行った

としても影響が少ないと考えられる． 

 今後は，消防署から現場までのネットワーク所要時間

だけでなく現場から病院，病院から消防署までのネット

ワーク所要時間を考慮した上で，理論値ではなく実績値

に近づけた指標に改良することにより，現場到着時間と

いった時間指標を用いて，消防署所の広域化・統合・再

編，救急業務の最適化に関する定量的評価を精緻に行い， 

現場サイドと学術サイドが連携して諸問題を解決できれ

ば幸甚である． 
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